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(57)【要約】
【課題】非水電解質二次電池を製造する際の積層工程に
おいて、積層ずれの発生を効果的に抑制しうる手段を提
供する。
【解決手段】本発明の一形態に係る非水電解質二次電池
は、正極集電体の表面に正極活物質層が形成されてなる
正極と、負極集電体の表面に負極活物質層が形成されて
なる負極と、正極活物質層と負極活物質層との間に負極
活物質層に接するように介在し、非水電解質を内蔵する
セパレータと、を含む単電池層を備える発電要素を有す
るものである。そして、この非水電解質二次電池は、セ
パレータに接する側の負極活物質層の表面の表面粗さ（
Ｒｚｊｉｓ（１））に対する、負極活物質層に接する側
のセパレータの表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（２））の
比の値ＲＡ（＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１））
が、０．１５～０．８５である点に特徴を有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極集電体の表面に正極活物質層が形成されてなる正極と、
　負極集電体の表面に負極活物質層が形成されてなる負極と、
　前記正極活物質層と前記負極活物質層との間に前記負極活物質層に接するように介在し
、非水電解質を内蔵するセパレータと、
を含む単電池層を備える発電要素を有する非水電解質二次電池であって、
　前記セパレータに接する側の前記負極活物質層の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（１））
に対する、前記負極活物質層に接する側の前記セパレータの表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ

（２））の比の値ＲＡ（＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１））が、０．１５～０．８
５であることを特徴とする、非水電解質二次電池。
【請求項２】
　前記セパレータが、
　多孔質基体層と、
　前記多孔質基体層の片面または両面に形成された無機粒子およびバインダを含む耐熱絶
縁層と、
を備える耐熱絶縁層付セパレータである、請求項１に記載の非水電解質二次電池。
【請求項３】
　前記セパレータが前記正極活物質層にも接するように前記正極活物質層と前記負極活物
質層との間に介在し、前記セパレータに接する側の正極活物質層の表面の表面粗さ（Ｒｚ

ｊｉｓ（３））に対する、前記正極活物質層に接する側の前記セパレータの表面の表面粗
さ（Ｒｚｊｉｓ（４））の比の値ＲＢ（＝Ｒｚｊｉｓ（４）／Ｒｚｊｉｓ（３））が、０
．１５～１．５である、請求項１または２に記載の非水電解質二次電池。
【請求項４】
　前記ＲＢが、前記ＲＡよりも大きい、請求項３に記載の非水電解質二次電池。
【請求項５】
　前記ＲＢが、０．５以上である、請求項３または４に記載の非水電解質二次電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非水電解質二次電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境保護運動の高まりを背景として、電気自動車（ＥＶ）、ハイブリッド電気自
動車（ＨＥＶ）、および燃料電池車（ＦＣＶ）の開発が進められている。これらのモータ
駆動用電源としては繰り返し充放電可能な二次電池が適しており、特に高容量、高出力が
期待できるリチウムイオン二次電池などの非水電解質二次電池が注目を集めている。
【０００３】
　非水電解質二次電池は、その構成要素として、正極、負極、および正極と負極との間に
介在する電解質層を含む単電池層が積層されてなる発電要素を有している。
【０００４】
　電解質層の構成として、例えば、微多孔質樹脂シートからなるセパレータに液体電解質
またはゲル電解質といった非水電解質が内蔵されてなるものが知られている。これらの非
水電解質は、有機溶媒と、リチウムイオン二次電池においてはリチウム塩とをその必須成
分として含む。
【０００５】
　ところで、単電池層の中で電解質層を構成するセパレータは、非水電解質を保持して正
極と負極との間のイオン伝導性を確保する機能；正極と負極との間の隔壁としての機能；
を併せ持つことが求められる。また、電池が高温となった場合に充放電反応を停止させる
ために、イオンの移動を遮断する機能を有していることが望ましく、このようなセパレー
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タとして、従来はポリオレフィンなどの熱可塑性樹脂から構成される微多孔膜が用いられ
ていた。
【０００６】
　しかしながら、ポリオレフィンなどの柔らかい材料からなるセパレータを用いた場合、
電池製造時に混入した異物片や、電極より剥離した電極活物質層片などがセパレータを貫
通し、内部短絡が生じる虞があった。
【０００７】
　このような問題に対し、例えば特許文献１では、ポリオレフィン等からなる多孔質構造
を有する膜の少なくとも片面に、無機微粒子を含む通気性を有する表面保護層（耐熱絶縁
層）を形成することによって、内部短絡を防ぐことが提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平１１－８０３９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上述したような構成を有する非水電解質二次電池の製造における主要なプロセスとして
、電極（正極または負極）とセパレータとを交互に積層することにより複数の単電池層が
積層されてなる発電要素を作製する工程（積層工程）がある。この積層工程においては、
積層される各要素が面方向にずれないように、積層方向に向かってまっすぐ積層される必
要がある。この積層工程において各要素が積層ずれを起こすと、活物質層に含まれる活物
質が十分に充放電に利用されない結果として所望の充放電容量が得られない場合がある。
【００１０】
　従来、積層工程におけるこのような積層ずれを抑制するための手段として十分に有効な
ものは知られていないのが現状である。そして、本発明者の検討によれば、このような積
層ずれは、負極活物質層とセパレータとの界面において顕著に発生することが判明した。
【００１１】
　そこで本発明は、非水電解質二次電池を製造する際の積層工程において、積層ずれの発
生を効果的に抑制しうる手段を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者は、上記課題を解決するために鋭意検討を行なった。その結果、直接隣接する
負極活物質層とセパレータとの界面を構成するこれらの２つの要素の各表面の表面粗さの
比の値を所定の範囲内に制御することで上記課題が解決されうることを見出した。
【００１３】
　このようにして完成された本発明の一形態に係る非水電解質二次電池は、正極集電体の
表面に正極活物質層が形成されてなる正極と、負極集電体の表面に負極活物質層が形成さ
れてなる負極と、正極活物質層と負極活物質層との間に負極活物質層に接するように介在
し、非水電解質を内蔵するセパレータと、を含む単電池層を備える発電要素を有するもの
である。そして、この非水電解質二次電池は、セパレータに接する側の負極活物質層の表
面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（１））に対する、負極活物質層に接する側のセパレータの表
面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（２））の比の値（以下、この比の値を「表面粗さ比」とも称
する）ＲＡ（＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１））が、０．１５～０．８５である点
に特徴を有する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の一形態に係る非水電解質二次電池によれば、負極活物質層とセパレータとの間
の動摩擦係数が比較的大きい値に制御される。その結果、非水電解質二次電池を製造する
際の積層工程において、特に負極活物質層とセパレータとを積層する際の積層ずれの発生
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が効果的に抑制されうる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態に係るリチウムイオン二次電池を示す模式断面図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る耐熱絶縁層付セパレータを模式的に表した断面図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、添付した図面を参照しながら、本発明の実施形態を説明する。なお、図面の説明
において同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。また、図面の寸法
比率は、説明の都合上誇張されており、実際の比率とは異なる場合がある。
【００１７】
　非水電解質二次電池は、たとえば、形態・構造で区別した場合には、積層型（扁平型）
電池、巻回型（円筒型）電池などさまざまな形態・構造が存在する。本発明においても、
これらのうちの任意の形態が適用可能であるが、本発明によれば、平板積層型（扁平型）
電池構造を有する非水電解質二次電池において特に顕著な効果が発現しうる。よって、以
下では、平板積層型（扁平型）電池構造を有する非水電解質二次電池について、リチウム
イオン二次電池を例に挙げて説明する。
【００１８】
　図１は、本発明の一実施形態に係るリチウムイオン二次電池を示す模式断面図である。
【００１９】
　図１に示すように、本実施形態のリチウムイオン二次電池１０は、実際に充放電反応が
進行する略矩形の発電要素２１が、外装であるラミネートシート２９の内部に封止された
構造を有する。詳しくは、高分子－金属複合ラミネートシートを電池の外装として用いて
、その周辺部の全部を熱融着にて接合することにより、発電要素２１を収納し密封した構
成を有している。
【００２０】
　発電要素２１は、負極集電体１１の両面に負極活物質層１３が配置された負極と、セパ
レータ１７と、正極集電体１２の両面に正極活物質層１５が配置された正極とを積層した
構成を有している。具体的には、１つの負極活物質層１３とこれに隣接する正極活物質層
１５とが、セパレータ１７を介して対向するようにして、負極、セパレータおよび正極が
この順に積層されている。なお、セパレータ１７は、非水電解質（例えば、液体電解質）
を内蔵している。
【００２１】
　これにより、隣接する負極、セパレータおよび正極は、１つの単電池層１９を構成する
。したがって、本実施形態のリチウムイオン電池１０は、単電池層１９が複数積層される
ことで、電気的に並列接続されてなる構成を有するともいえる。発電要素２１の両最外層
に位置する最外層負極集電体には、いずれも片面のみに負極活物質層１３が配置されてい
る。なお、図１とは負極および正極の配置を逆にすることで、発電要素２１の両最外層に
最外層正極集電体が位置するようにし、該最外層正極集電体の片面のみに正極活物質層が
配置されているようにしてもよい。もちろん、図１に示すように発電要素２１の両最外層
に負極が位置する場合に、最外層（負極）集電体の両面に負極活物質層を配置して、発電
要素の最外層に位置する負極活物質層を機能させない構成としてもよい。
【００２２】
　負極集電体１１および正極集電体１２には、各電極（正極および負極）と導通される負
極集電板２５および正極集電板２７がそれぞれ取り付けられている。そして、これらの集
電板（２５、２７）はそれぞれ、ラミネートシート２９の端部に挟まれるようにしてラミ
ネートシート２９の外部に導出されている。負極集電板２５および正極集電板２７はそれ
ぞれ、必要に応じて負極リードおよび正極リード（図示せず）を介して、各電極の負極集
電体１１および正極集電体１２に超音波溶接や抵抗溶接等により取り付けられていてもよ
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い。
【００２３】
　［表面粗さ比］
　本実施形態に係るリチウムイオン二次電池１０は、セパレータ１７に接する側の負極活
物質層１３の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（１））に対する、負極活物質層１３に接する
側のセパレータ１７の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（２））の比の値として定義される表
面粗さ比ＲＡ（＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１））が、０．１５～０．８５である
点に特徴を有する。
【００２４】
　ここで、表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ）は、「十点平均粗さ」とも称されるパラメータであり
、後述する実施例に記載の手法により測定される。ＲＡの値は上述した範囲内のものであ
ればよいが、好ましくは０．６以下であり、より好ましくは０．５以下であり、さらに好
ましくは０．４以下であり、特に好ましくは０．３以下であり、最も好ましくは０．２５
以下である。一方、ＲＡの下限値についても特に制限はないが、実現可能性の観点から、
通常は０．２以上程度の値となる。
【００２５】
　このように、ＲＡの値が０．１５～０．８５の範囲内の値であると、後述する実施例の
欄において実証されているように、負極活物質層とセパレータとの間の動摩擦係数が比較
的大きい値に制御される。その結果、非水電解質二次電池を製造する際の積層工程におい
て、特に負極活物質層とセパレータとを積層する際の積層ずれの発生が効果的に抑制され
うるのである。
【００２６】
　本発明の好ましい実施形態では、上述したＲＡに加えて、正極活物質層とセパレータと
の間の表面粗さ比もまた、制御される。具体的には、本発明の非水電解質二次電池におい
ては、セパレータ１７に接する側の正極活物質層１５の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（３
））に対する、正極活物質層１５に接する側のセパレータ１７の表面の表面粗さ（Ｒｚｊ

ｉｓ（４））の比の値として定義される表面粗さ比ＲＢ（＝Ｒｚｊｉｓ（４）／Ｒｚｊｉ

ｓ（３））が、０．１５～１．５である。
【００２７】
　ＲＢの値が上述した範囲内のものであると、これも後述する実施例の欄において実証さ
れているように、負極活物質層とセパレータとの間の動摩擦係数、および、正極活物質層
とセパレータとの間の動摩擦係数が互いに近接した値となり、正負極間で滑りやすさが類
似した構成が達成される。一般に、非水電解質二次電池を製造する際の積層工程において
は、活物質層とセパレータとの間の滑りやすさ（動摩擦係数）の絶対値も重要な考慮因子
であるが、この動摩擦係数のようなパラメータについては、正負極間でバランスが取れて
いることが生産性の観点からはより好ましいものといえる。なお、ＲＢの値は上述した範
囲内のものであればよいが、好ましくは０．５以上であり、より好ましくは０．５～１．
２５であり、さらに好ましくは０．５～０．８以上であり、特に好ましくは０．５～０．
６である。また、他の好ましい実施形態では、ＲＢがＲＡよりも大きい。これらの構成と
することにより、本発明の作用効果がより一層顕著に発揮されうる。
【００２８】
　表面粗さ比（ＲＡ、ＲＢ）の値を上述した好ましい範囲内に制御するための具体的な手
法について特に制限はなく、本願の出願時における技術常識が適宜参照されうる。一例と
して、例えば活物質層表面の表面粗さを制御する手法としては、活物質層に含まれる活物
質の粒子径を調節するという方法が例示される。この場合、活物質の粒子径を大きくする
と、活物質層表面の表面粗さを大きくすることができる。また、活物質層の表面粗さを制
御する他の手法としては、活物質層を形成する際に施されることがあるプレス処理の条件
を適宜調節して、活物質層の表面の平坦度を制御する方法もある。
【００２９】
　一方、セパレータ表面の表面粗さを制御する手法としては、後述する耐熱絶縁層付セパ
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レータ（図２を参照）を採用する場合には、耐熱絶縁層に含まれる無機粒子のＢＥＴ比表
面積や粒子径を調節するという方法が例示される。この場合、耐熱絶縁層に含まれる無機
粒子のＢＥＴ比表面積または粒子径を大きくすると、セパレータ表面の表面粗さを大きく
することができる。また、さらに、セパレータとして耐熱絶縁層付セパレータ以外のもの
（例えば、樹脂フィルムなど）を用いる場合には、樹脂の融点以下の温度で圧延ロールで
圧縮するという方法により、セパレータ表面の表面粗さを制御することが可能である。
【００３０】
　以下、上述したリチウムイオン二次電池の構成要素について説明するが、下記の形態の
みには限定されない。
【００３１】
　［負極（負極活物質層）］
　負極は、負極集電体１１の表面に負極活物質層１３が形成されてなる構造を有する。
【００３２】
　負極集電体１１は、負極活物質層１３と外部とを電気的に接続するための部材であって
、導電性の材料から構成される。集電体の具体的な形態について特に制限はなく、正極集
電体１２について上述した形態が同様に採用されうる。
【００３３】
　負極活物質層１５は負極活物質を含み、必要に応じて電気伝導性を高めるための導電性
材料、バインダなどをさらに含みうる。負極活物質層１３は電解質を含んでもよい。
【００３４】
　負極活物質は、リチウムを吸蔵・放出可能な材料からなるものであれば特に制限されな
い。負極活物質の例としては、ＳｉやＳｎなどの金属、あるいはＴｉＯ、Ｔｉ２Ｏ３、Ｔ
ｉＯ２、もしくはＳｉＯ２、ＳｉＯ、ＳｎＯ２などの金属酸化物、Ｌｉ４／３Ｔｉ５／３

Ｏ４もしくはＬｉ７ＭｎＮなどのリチウムと遷移金属との複合酸化物、Ｌｉ－Ｐｂ系合金
、Ｌｉ－Ａｌ系合金、Ｌｉ、または天然黒鉛、人造黒鉛、カーボンブラック、活性炭、カ
ーボンファイバー、コークス、ソフトカーボン、もしくはハードカーボンなどの炭素材料
などが好ましく挙げられる。また、負極活物質は、リチウムと合金化する元素を含むこと
が好ましい。リチウムと合金化する元素を用いることにより、従来の炭素系材料に比べて
高いエネルギー密度を有する高容量および優れた出力特性の電池を得ることが可能となる
。上記負極活物質は、単独で使用されてもあるいは２種以上の混合物の形態で使用されて
もよい。
【００３５】
　上記のリチウムと合金化する元素としては、以下に制限されることはないが、具体的に
は、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｌ、Ｉｎ、Ｚｎ、Ｈ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｒｕ、Ｒｈ、
Ｉｒ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ａｇ、Ａｕ、Ｃｄ、Ｈｇ、Ｇａ、Ｔｌ、Ｃ、Ｎ、Ｓｂ、Ｂｉ、Ｏ、Ｓ
、Ｓｅ、Ｔｅ、Ｃｌ等が挙げられる。これらの中でも、容量およびエネルギー密度に優れ
た電池を構成できる観点から、炭素材料、ならびに／またはＳｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａ
ｌ、Ｉｎ、およびＺｎからなる群より選択される少なくとも１種以上の元素を含むことが
好ましく、炭素材料、Ｓｉ、またはＳｎの元素を含むことが特に好ましい。これらは１種
単独で使用しても良いし、２種以上を併用してもよい。
【００３６】
　負極活物質の平均粒子径は、特に制限されないが、負極活物質の高容量化、反応性、サ
イクル耐久性の観点からは、好ましくは１～１００μｍ、より好ましくは１～２０μｍで
ある。このような範囲であれば、二次電池は、高出力条件下での充放電時における電池の
内部抵抗の増大が抑制され、充分な電流を取り出しうる。なお、負極活物質が２次粒子で
ある場合には該２次粒子を構成する１次粒子の平均粒子径が１０ｎｍ～１μｍの範囲であ
るのが望ましいといえるが、本発明では、必ずしも上記範囲に制限されるものではない。
ただし、製造方法にもよるが、負極活物質が凝集、塊状などにより２次粒子化したもので
なくてもよい。かかる負極活物質の粒径および１次粒子の粒径は、レーザー回折・散乱法
により測定されるモード径が採用される。なお、負極活物質の形状は、その種類や製造方
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法等によって取り得る形状が異なり、例えば、球状（粉末状）、板状、針状、柱状、角状
などが挙げられるがこれらに限定されるものではなく、いずれの形状であれ問題なく使用
できる。好ましくは、充放電特性などの電池特性を向上し得る最適の形状を適宜選択する
のが望ましい。
【００３７】
　導電性材料は、活物質層の導電性を向上させることを目的として配合される。本実施形
態において用いられうる導電性材料は特に制限されず、従来公知の形態が適宜参照されう
る。例えば、アセチレンブラック、ファーネスブラック、チャンネルブラック、サーマル
ブラック等のカーボンブラック；気相成長炭素繊維（ＶＧＣＦ）等の炭素繊維；グラファ
イトなどの炭素材料が挙げられる。活物質層が導電性材料を含むと、活物質層の内部にお
ける電子ネットワークが効果的に形成され、電池の出力特性の向上に寄与しうる。
【００３８】
　（バインダ）
　バインダとしては、以下に制限されることはないが、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ
）、カルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）
、ポリ酢酸ビニル、およびアクリル樹脂（例えば、ＬＳＲ）などの熱可塑性樹脂、ポリイ
ミド、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、およびユリア樹脂などの熱硬化性樹脂、ならび
にスチレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）などのゴム系材料が挙げられる。
【００３９】
　なお、セパレータ１７に接する側の負極活物質層１３の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（
１））の具体的な値について特に制限はなく、上述した規定を満足するように適宜調節さ
れうる。ただし、Ｒｚｊｉｓ（１）は、好ましくは３．０～１０．０μｍであり、より好
ましくは３．０～６．０μｍである。
【００４０】
　［正極（正極活物質層）］
　正極は、正極集電体１２の表面に正極活物質層１５が形成されてなる構造を有する。
【００４１】
　正極集電体１２は、正極活物質層１５と外部とを電気的に接続するための部材であって
、導電性の材料から構成される。集電体の具体的な形態について特に制限はない。導電性
を有する限り、その材料は特に限定されず、一般的なリチウムイオン二次電池に用いられ
ている従来公知の形態が採用されうる。集電体の構成材料としては、例えば、金属や導電
性高分子が採用されうる。具体的には、鉄、クロム、ニッケル、マンガン、チタン、モリ
ブデン、バナジウム、ニオブ、銅、銀、白金、ステンレスまたはカーボンが挙げられ、こ
れらは単体、合金または複合体をなしてもよい。なお、非導電性高分子からなる基材に導
電性フィラーが分散されてなる構成を有する構造体もまた、集電体の一形態として採用さ
れうる。集電体の厚さは特に限定されないが、通常は１～１００μｍ程度である。集電体
の大きさは、リチウムイオン二次電池の使用用途に応じて決定される。
【００４２】
　正極活物質層１３は正極活物質を含み、必要に応じて電気伝導性を高めるための導電性
材料、バインダなどをさらに含みうる。正極活物質層１５は電解質を含んでもよい。
【００４３】
　正極活物質は、特にリチウムの吸蔵放出が可能な材料であれば特に限定されず、リチウ
ムイオン二次電池に通常用いられる正極活物質が利用されうる。具体的には、リチウム－
遷移金属複合酸化物が好ましく、例えば、ＬｉＭｎ２Ｏ４などのＬｉ－Ｍｎ系複合酸化物
、ＬｉＮｉＯ２などのＬｉ－Ｎｉ系複合酸化物、ＬｉＮｉ０．５Ｍｎ０．５Ｏ２などのＬ
ｉ－Ｎｉ－Ｍｎ系複合酸化物が挙げられる。場合によっては、２種以上の正極活物質が併
用されてもよい。
【００４４】
　正極活物質の平均粒子径は、特に制限されないが、正極活物質の高容量化、反応性、サ
イクル耐久性の観点からは、好ましくは１～１００μｍ、より好ましくは１～２０μｍで
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ある。このような範囲であれば、二次電池は、高出力条件下での充放電時における電池の
内部抵抗の増大が抑制され、充分な電流を取り出しうる。なお、正極活物質が２次粒子で
ある場合には該２次粒子を構成する１次粒子の平均粒子径が１０ｎｍ～１μｍの範囲であ
るのが望ましいといえるが、本発明では、必ずしも上記範囲に制限されるものではない。
ただし、製造方法にもよるが、正極活物質が凝集、塊状などにより２次粒子化したもので
なくてもよい。かかる正極活物質の粒径および１次粒子の粒径は、レーザ回折・散乱法に
より測定されるモード径が採用される。なお、正極活物質の形状は、その種類や製造方法
等によって取り得る形状が異なり、例えば、球状（粉末状）、板状、針状、柱状、角状な
どが挙げられるがこれらに限定されるものではなく、いずれの形状であれ問題なく使用で
きる。好ましくは、充放電特性などの電池特性を向上し得る最適の形状を適宜選択するの
が望ましい。
【００４５】
　なお、正極活物質層１５に含まれうる導電性材料やバインダの具体的な形態については
、負極活物質層１３について上述した形態が挙げられるため、ここでは詳細な説明を省略
する。
【００４６】
　また、セパレータ１７に接する側の正極活物質層１５の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（
３））の具体的な値について特に制限はなく、上述した規定を満足するように適宜調節さ
れうる。ただし、Ｒｚｊｉｓ（３）は、好ましくは１．５～３．５μｍであり、より好ま
しくは２．０～３．０μｍである。
【００４７】
　［セパレータ］
　セパレータ１７は、負極活物質層１３と正極活物質層１５との間の空間的な隔壁（スペ
ーサ）として機能する。また、これと併せて、充放電時における正負極間でのリチウムイ
オンの移動媒体である非水電解質を内蔵する機能をも有する。
【００４８】
　セパレータ１７は、上述したように非水電解質を内蔵する。セパレータ１７に内蔵され
る非水電解質の具体的な形態について特に制限はなく、液体電解質および高分子ゲル電解
質が採用されうる。
【００４９】
　液体電解質は、有機溶媒にリチウム塩が溶解したものである。有機溶媒としては、例え
ば、ジメチルカーボネート（ＤＭＣ）、ジエチルカーボネート（ＤＥＣ）、ジプロピルカ
ーボネート（ＤＰＣ）、エチルメチルカーボネート（ＥＭＣ）、プロピオン酸メチル（Ｍ
Ｐ）、酢酸メチル（ＭＡ）、ギ酸メチル（ＭＦ）、４－メチルジオキソラン（４ＭｅＤＯ
Ｌ）、ジオキソラン（ＤＯＬ）、２－メチルテトラヒドロフラン（２ＭｅＴＨＦ）、テト
ラヒドロフラン（ＴＨＦ）、ジメトキシエタン（ＤＭＥ）、エチレンカーボネート（ＥＣ
）、プロピレンカーボネート（ＰＣ）、ブチレンカーボネート（ＢＣ）、およびγ－ブチ
ロラクトン（ＧＢＬ）などが挙げられる。これらの溶媒は、１種を単独で使用してもよい
し、２種以上を組み合わせた混合物として使用してもよい。
【００５０】
　また、リチウム塩としては、特に制限はないが、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣｌＯ

４、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＴａＦ６、ＬｉＳｂＦ６、ＬｉＡｌＣｌ４、Ｌｉ２Ｂ１０Ｃｌ１

０、ＬｉＩ、ＬｉＢｒ、ＬｉＣｌ、ＬｉＡｌＣｌ、ＬｉＨＦ２、ＬｉＳＣＮ等の無機酸陰
イオン塩、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、ＬｉＢＯＢ（リチウムビスオ
キサイドボレート）、ＬｉＢＥＴＩ（リチウムビス（パーフルオロエチレンスルホニルイ
ミド）；Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎとも記載）等の有機酸陰イオン塩などが挙げられる
。これらのリチウム塩は、単独で使用されてもあるいは２種以上の混合物の形態で使用さ
れてもよい。
【００５１】
　一方、ゲル電解質は、リチウムイオン伝導性を有するマトリックスポリマーに、上記の
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液体電解質が注入されてなる構成を有する。リチウムイオン伝導性を有するマトリックス
ポリマーとしては、例えば、ポリエチレンオキシドを主鎖または側鎖に持つポリマー（Ｐ
ＥＯ）、ポリプロピレンオキシドを主鎖または側鎖に持つポリマー（ＰＰＯ）、ポリエチ
レングリコール（ＰＥＧ）、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）、ポリメタクリル酸エステ
ル、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）、ポリフッ化ビニリデンとヘキサフルオロプロピ
レンの共重合体（ＰＶｄＦ－ＨＦＰ）、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）、ポリ（メチル
アクリレート）（ＰＭＡ）、ポリ（メチルメタクリレート）（ＰＭＭＡ）などが挙げられ
る。また、上記のポリマー等の混合物、変成体、誘導体、ランダム共重合体、交互共重合
体、グラフト共重合体、ブロック共重合体なども使用できる。これらのうち、ＰＥＯ、Ｐ
ＰＯおよびそれらの共重合体、ＰＶｄＦ、ＰＶｄＦ－ＨＦＰを用いることが望ましい。か
ようなマトリックスポリマーには、リチウム塩がよく溶解しうる。なお、高分子ゲル電解
質のマトリックスポリマーは、架橋構造を形成することによって、優れた機械的強度を発
揮しうる。架橋構造を形成させるには、適当な重合開始剤を用いて、高分子電解質形成用
の重合性ポリマー（例えば、ＰＥＯやＰＰＯ）に対して熱重合、紫外線重合、放射線重合
、電子線重合などの重合処理を施せばよい。また、上述した非水電解質は、電極の活物質
層中に含まれていてもよい。
【００５２】
　一方、セパレータ１７の具体的な構成材料等の形態としては、例えば、ポリエチレンや
ポリプロピレンといったポリオレフィンやポリフッ化ビニリデン－ヘキサフルオロプロピ
レン（ＰＶｄＦ－ＨＦＰ）等の炭化水素、ガラス繊維などからなる微多孔膜が挙げられる
。
【００５３】
　ここで、本発明者の検討によれば、非水電解質二次電池を製造する際の積層工程におけ
る負極活物質層とセパレータとの界面での積層ずれの問題が、上述した特許文献１に記載
されているような耐熱絶縁層付セパレータを用いた場合に特に顕著に発現することが判明
した。そして本実施形態の構成とすることで、このような耐熱絶縁層付セパレータを用い
た際の積層ずれの発生も効果的に抑制されうることも見出した。したがって、本発明の好
ましい一実施形態では、非水電解質二次電池を構成するセパレータ１７として、いわゆる
耐熱絶縁層付セパレータが用いられる。以下、セパレータ１７が耐熱絶縁層付セパレータ
である場合の好ましい形態について、説明する。
【００５４】
　図２に、本発明の一実施形態に係る耐熱絶縁層付セパレータを模式的に表した断面図を
示す。図２に示す耐熱絶縁層付セパレータ１は、多孔質基体層３の両面に耐熱絶縁層（５
ａ、５ｂ）が形成されてなる。多孔質基体層３は、例えばポリエチレンから構成される微
多孔膜の構成を有する。また、耐熱絶縁層（５ａ、５ｂ）は、例えばバインダであるカル
ボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）を介してアルミナ（Ａｌ２Ｏ３）粒子が連結されてな
る構成を有する。耐熱絶縁層（５ａ、５ｂ）は、アルミナ粒子が形成する隙間により多孔
質構造となっているため、耐熱絶縁層付セパレータ１は、全体として多孔質構造を有する
。したがって、耐熱絶縁層付セパレータ１は、全体としてリチウムイオン伝導性を有する
セパレータとして機能する。以下、図２に示す形態の耐熱絶縁層付セパレータの各部材に
ついて、説明する。
【００５５】
　（多孔質基体層）
　図２に示す形態において、多孔質基体層３は、耐熱絶縁層（５ａ、５ｂ）を形成する際
の基体として機能する。多孔質基体層３を構成する材料は、特に制限はないが、熱可塑性
樹脂および熱硬化性樹脂などの樹脂材料、金属材料、セルロース系材料などが使用できる
。このうち、耐熱絶縁層付セパレータにシャットダウン機能を付与する観点から、樹脂材
料からなる多孔質基体層（以下、「樹脂多孔質基体層」とも称する）を用いることが好ま
しい。
【００５６】
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　樹脂多孔質基体層を構成する樹脂材料としては、例えば、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリ
プロピレン（ＰＰ）、またはエチレンおよびプロピレンを共重合して得られる共重合体（
エチレン－プロピレン共重合体）、エチレンまたはプロピレンとエチレンおよびプロピレ
ン以外の他のモノマーとを共重合してなる共重合体、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリ酢酸ビ
ニル（ＰＶＡｃ）、ポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）、ポリフッ化ビニリデン（Ｐ
ＦＤＶ）、ポリテトラフロロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリスルホン（ＰＳＦ）、ポリエー
テルスルホン（ＰＥＳ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリイミド（ＰＩ
）、ポリアミドイミド（ＰＡＩ）、フェノール樹脂（ＰＦ）、エポキシ樹脂（ＥＰ）、メ
ラミン樹脂（ＭＦ）、尿素樹脂（ＵＦ）、アルキド樹脂、ポリウレタン（ＰＵＲ）が挙げ
られる。これらの樹脂は、１種のみが単独で使用されてもよいし、２種以上の混合物とし
て使用されもよい。
【００５７】
　樹脂多孔質基体層を構成する樹脂材料は、耐熱絶縁層付セパレータに１２０～２００℃
の温度範囲においてシャットダウン機能を発現させるために、溶融温度が１２０～２００
℃である樹脂を含むことが好ましい。具体的には、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレ
ン（ＰＰ）、またはエチレンおよびプロピレンを共重合して得られる共重合体（エチレン
－プロピレン共重合体）、エチレンまたはプロピレンとエチレンおよびプロピレン以外の
他のモノマーとを共重合してなる共重合体を含む樹脂多孔質基体層を用いることが好まし
い。樹脂多孔質基体層を構成する樹脂材料が、溶融温度が１２０～２００℃である樹脂を
含む場合、溶融温度が２００℃を超える熱可塑性樹脂または熱硬化性樹脂と併用されても
よい。その際の樹脂多孔質基体層全体における溶融温度が１２０～２００℃である樹脂の
割合は、好ましくは５０質量％以上であり、より好ましくは７０％以上であり、さらに好
ましくは９０％以上であり、特に好ましくは９５％以上であり、最も好ましくは１００％
である。
【００５８】
　また、上述の材料からなる層を２以上積層させた積層体を樹脂多孔質基体層として用い
てもよい。一例を挙げると、ＰＰ／ＰＥ／ＰＰの３層構造の樹脂多孔質基体層が挙げられ
る。当該３層構造の樹脂多孔質基体層は、ＰＥの溶融温度が１３０℃であることから、電
池温度が１３０℃に達した場合にシャットダウン機能が発現される。万が一さらに電池温
度が上昇した場合であっても、ＰＰの溶融温度が１７０℃であることから全面短絡に達す
るのを防ぐことができ、より安全性の高いセパレータとすることができる。
【００５９】
　樹脂多孔質基体層の形状は、特に制限されず、織布、不織布、および微多孔膜などが使
用可能である。このうち、高いリチウムイオン伝導性を確保する観点から、微多孔膜であ
ることが好ましい。また、樹脂多孔質基体層の空隙率は、４０～８５％であることが好ま
しく、５０～７０％であることが好ましく、５５～６０％であることがさらに好ましい。
空隙率を上記範囲とすることにより、十分なリチウムイオン伝導性および強度を確保する
ことができる。
【００６０】
　樹脂多孔質基体の厚さは、特に制限はないが、好ましくは１～２００μｍであり、より
好ましくは５～１００μｍであり、さらに好ましくは７～３０μｍであり、特に好ましく
は１０～２０μｍである。厚さが５μｍ以上であれば電解質の保持性が良好であり、２０
０μｍ以下であれば抵抗が過度に増大しにくい。
【００６１】
　（耐熱絶縁層）
　耐熱絶縁層（５ａ、５ｂ）は、上記多孔質基体層の片面または両面に配置され、セパレ
ータの強度を補強する機能を有する。特に多孔質基体層が樹脂材料から構成される樹脂多
孔質基体層である場合、電池温度が上昇することにより生じる内部応力を緩和し、セパレ
ータの熱収縮による変形等を抑制する役割も果たす。当該耐熱絶縁層は、無機粒子および
バインダを含む。
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【００６２】
　無機粒子は、耐熱絶縁層の機械的強度や熱収縮抑制効果に寄与する。無機粒子として使
用される材料は特に制限されない。例えば、ケイ素、アルミニウム、ジルコニウム、チタ
ンの酸化物（ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２）、水酸化物、および窒化物、
ならびにこれらの複合体が挙げられる。これらの無機粒子は、ベーマイト、ゼオライト、
アパタイト、カオリン、ムライト、スピネル、オリビン、マイカなどの鉱物資源由来のも
のであってもよいし、人工的に製造されたものであってもよい。また、これらの無機粒子
は１種のみが単独で使用されてもよいし、２種以上が併用されてもよい。これらのうち、
コストの観点から、シリカ（ＳｉＯ２）またはアルミナ（Ａｌ２Ｏ３）を用いることが好
ましく、アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）を用いることがより好ましい。
【００６３】
　バインダは、無機粒子どうしや、無機粒子と樹脂多孔質基体層とを接着させる役割を有
する。当該バインダによって、耐熱絶縁層が安定に形成され、また多孔質基体層および耐
熱絶縁層の間の剥離を防止される。
【００６４】
　本形態の耐熱絶縁層に使用されるバインダは、特に制限はなく、従来公知のものを当業
者は適宜採用できる。例えば、カルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）、ポリアクリロニ
トリル、セルロース、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポリ塩化ビニル、スチレン－ブタ
ジエンゴム（ＳＢＲ）、イソプレンゴム、ブタジエンゴム、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶ
ＤＦ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリフッ化ビニル（ＰＶＦ）、アク
リル酸メチルなどの化合物がバインダとして用いられうる。このうち、カルボキシメチル
セルロース（ＣＭＣ）、アクリル酸メチル、またはポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）を
用いることが好ましい。これらの化合物は、１種のみが単独で使用されてもよいし、２種
以上が併用されてもよい。
【００６５】
　耐熱絶縁層におけるバインダの含有量は、耐熱絶縁層１００質量％に対して、２～２０
質量％であることが好ましい。バインダの含有量が２質量％以上であると、耐熱絶縁層と
多孔質基体層との間の剥離強度を高めることができ、セパレータの耐振動性を向上させる
ことができる。一方、バインダの含有量が２０質量％以下であると、無機粒子の隙間が適
度に保たれるため、十分なリチウムイオン伝導性を確保することができる。
【００６６】
　耐熱絶縁層の１層分の厚さは、好ましくは１～２０μｍであり、より好ましくは２～１
０μｍであり、さらに好ましくは３～７μｍである。耐熱絶縁層の厚さがこのような範囲
にあると、耐熱絶縁層付セパレータに十分な強度を付与することができるとともに、セパ
レータ自体の嵩や重さが大きくなりすぎないため好ましい。
【００６７】
　耐熱絶縁層が多孔質基体層の両面に設けられる場合、２つの耐熱絶縁層の組成は同一で
あっても異なっていてもよいが、生産時の取り扱いの観点からは同一であることが好まし
い。
【００６８】
　本形態の耐熱絶縁層付セパレータの全体の厚さは、十分な強度を確保することができる
限りにおいて、特に制限はない。ただし、電池のサイズをよりコンパクトにする観点から
は、厚すぎない方が好ましい。具体的には、耐熱絶縁層付セパレータの厚さは、１０～５
０μｍであることが好ましく、１５～３０μｍであることがより好ましい。
【００６９】
　本形態の耐熱絶縁層付セパレータの製造方法については、特に制限はなく、従来公知の
技術を適宜参照することにより製造されうる。以下、多孔質基体層として樹脂多孔質基体
層を用いた場合の耐熱絶縁層付セパレータの製造方法について説明する。
【００７０】
　樹脂多孔質基体としてポリオレフィンの微多孔膜を製造する場合、まずポリオレフィン
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をパラフィン、流動パラフィン、パラフィン油、テトラリン、エチレングリコール、グリ
セリン、デカリンなどの溶剤に溶解させる。その後これをシート状に押し出し、溶剤を除
き、一軸延伸、二軸延伸（同時、逐次）を行うことによって製造されうる。
【００７１】
　次に、樹脂多孔質基体に耐熱絶縁層を形成する方法について説明する。まず無機粒子お
よびバインダを溶媒に分散した分散液を調製する。そして分散液を樹脂多孔質基体の一方
の面または両面に塗布し、溶媒を乾燥させることによって耐熱絶縁層を形成する。
【００７２】
　この際に用いられる溶媒として、例えば、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、ジ
メチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、メチルホルムアミド、シクロヘキサン、ヘ
キサン、水等が用いられる。バインダとしてポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）を採用す
る場合には、ＮＭＰを溶媒として用いることが好ましい。
【００７３】
　その後、上記分散液を樹脂多孔質基体に塗工する。塗工方法も特に制限はなく、例えば
、ナイフコーター法、グラビアコーター法、スクリーン印刷法、マイヤーバー法、ダイコ
ーター法、リバースロールコーター法、インクジェット法、スプレー法、ロールコーター
法などが挙げられる。この際、樹脂多孔質基体に対する分散液の塗工量を調節することに
より、上述の目付比を所定の範囲に制御することができる。一例を挙げると、耐熱絶縁層
の目付が５～２０ｇ／ｍ２程度となるように塗工量が調節されうる。
【００７４】
　分散液を塗工した後、溶剤を除去する温度は、特に制限はなく、使用される溶剤によっ
て適宜設定されうる。例えば、水を溶剤として用いた場合には５０～７０℃であることが
好ましく、ＮＭＰを溶剤として用いた場合には、７０～９０℃であることが好ましい。必
要により減圧下で溶媒を乾燥させてもよい。また、溶剤を完全に除去せずに、一部残存さ
せてもよい。
【００７５】
　以上、セパレータ１７の好ましい実施形態である耐熱絶縁層付セパレータについて詳細
に説明したが、本発明の技術的範囲はかような形態のみに限定されるわけではない。言い
換えると、耐熱絶縁層付セパレータ以外の構成を有するセパレータであっても、請求項に
おいて規定されている要件を満足するものである限り、本願所定の作用効果が同様に発揮
されうるのである。
【００７６】
　なお、セパレータ１７の表面の表面粗さ（負極活物質層側：Ｒｚｊｉｓ（２）、正極活
物質層側：Ｒｚｊｉｓ（４））の具体的な値について特に制限はなく、上述した規定を満
足するように適宜調節されうる。ただし、Ｒｚｊｉｓ（２）およびＲｚｊｉｓ（４）は、
それぞれ、好ましくは１．０～４．０μｍであり、より好ましくは１．０～３．０μｍで
ある。なお、Ｒｚｊｉｓ（２）とＲｚｊｉｓ（４）とは同一であっても異なっていてもよ
いが、同一であることが好ましい。
【００７７】
　［正極集電板および負極集電板］
　集電板（２５、２７）を構成する材料は、特に制限されず、リチウムイオン二次電池用
の集電板として従来用いられている公知の高導電性材料が用いられうる。集電板の構成材
料としては、例えば、アルミニウム、銅、チタン、ニッケル、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、
これらの合金等の金属材料が好ましい。軽量、耐食性、高導電性の観点から、より好まし
くはアルミニウム、銅であり、特に好ましくはアルミニウムである。なお、正極集電板２
５と負極集電板２７とでは、同一の材料が用いられてもよいし、異なる材料が用いられて
もよい。
【００７８】
　［正極リードおよび負極リード］
　また、図示は省略するが、集電体１１と集電板（２５、２７）との間を正極リードや負
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極リードを介して電気的に接続してもよい。正極および負極リードの構成材料としては、
公知のリチウムイオン二次電池において用いられる材料が同様に採用されうる。なお、外
装から取り出された部分は、周辺機器や配線などに接触して漏電したりして製品（例えば
、自動車部品、特に電子機器等）に影響を与えないように、耐熱絶縁性の熱収縮チューブ
などにより被覆することが好ましい。
【００７９】
　［外装］
　外装としては、図１に示すようなラミネートシート２９が用いられうる。ラミネートシ
ートは、例えば、ポリプロピレン、アルミニウム、ナイロンがこの順に積層されてなる３
層構造として構成されうる。なお、場合によっては、従来公知の金属缶ケースもまた、外
装として用いられうる。
【実施例】
【００８０】
　以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明する。なお、本発明の技術的範囲は、こ
れらの実施例のみに限定されることはない。
【００８１】
　［各種の測定方法］
　以下の実施例・比較例において、部材表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ）および動摩擦係数
は、以下の手法により測定した。
【００８２】
　（表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ）の測定）
　レーザー顕微鏡にて、部材（セパレータまたは活物質層）表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ

）を測定した。具体的には、１２８μｍ×１００μｍの表面を観察し、任意箇所の線上断
面プロファイルより、１２８μｍの範囲の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ）を測定した。
【００８３】
　（動摩擦係数の測定）
　ＪＩＳ Ｎｏ．Ｋ７１２５に規定される摩擦係数測定法に準拠し、セパレータ上に電極
（正極または負極）を載せ、さらにその上にすべり片２００ｇを載せて、電極の端部を引
張試験機を用いて１００ｍｍ／ｍｉｎの速度で引張った際の荷重変位を測定した。測定開
始部より２０～１００ｍｍの荷重平均値を動摩擦力とし、すべり片の法線力で除して動摩
擦係数を算出した。
【００８４】
　［実施例１］
　（負極の作製）
負極活物質として人造グラファイト（平均粒子径：１５μｍ）９６．５質量％、バインダ
としてポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）３．５質量％をＮ－メチル－２－ピロリドン（
ＮＭＰ）中に分散させてスラリーを調製した。
【００８５】
　このスラリーを負極集電体となる厚さ１０μｍの銅箔の片面にダイコーターで塗布し、
１２０℃で３分間乾燥後、ロールプレス機で圧縮成形した。このとき、負極の固形分（活
物質、およびバインダ）の塗布量（目付）は１０６ｇ／ｍ２とし、活物質層かさ密度は１
．３５ｇ／ｃｍ３となるようにスラリー塗布量およびプレス条件を調整した。
【００８６】
　このようにして作製された負極の負極活物質層の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（１））
は５．９１μｍであった。
【００８７】
　（正極の作製）
　正極活物質としてリチウムコバルト複合酸化物（ＬｉＣｏＯ２）を９２．２質量％、導
電性材料としてアセチレンブラックを４．６質量％、バインダとしてポリフッ化ビニリデ
ン（ＰＶＤＦ）３．２質量％をＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）中に分散させてス
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ラリーを調製した。
【００８８】
　このスラリーを正極集電体となる厚さ２０μｍのアルミニウム箔の片面にダイコーター
で塗布し、１３０℃で３分間乾燥後、ロールプレス機で圧縮成形した。このとき、正極の
固形分（活物質、導電性材料、およびバインダ）の塗布量（目付）は２５０ｇ／ｍ２とし
、活物質層かさ密度は３．００ｇ／ｃｍ３となるようにスラリー塗布量およびプレス条件
を調整した。
【００８９】
　このようにして作製された正極の正極活物質層の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（３））
は２．４６μｍであった。
【００９０】
　（非水電解液の調製）
　エチレンカーボネート：エチルメチルカーボネート＝１：２（体積比）の混合溶媒に、
溶質としてＬｉＰＦ６を濃度１．０ｍｏｌ／Ｌとなるように溶解させて、非水電解液を調
製した。
【００９１】
　（セパレータの作製）
　２軸延伸して得られたポリオレフィン樹脂多孔膜（厚さ：３０μｍ）の両表面に耐熱絶
縁層（厚さ：各５μｍ）が配置されてなる耐熱絶縁層付セパレータを作製した。具体的に
は、まず、無機粒子であるアルミナ粒子（ＢＥＴ比表面積：５ｍ２／ｇ、平均粒子径：０
．４８μｍ）９５質量％およびバインダであるポリエチレン５質量％を水に分散させてス
ラリーを調製した。次いで、このスラリーをポリオレフィン樹脂多孔膜（厚さ：１６μｍ
）上にグラビアコーターを用いて塗布した後、６０℃で乾燥して水を除去することで、耐
熱絶縁層付セパレータを作製した。
【００９２】
　このようにして作製されたセパレータの表面の表面粗さは、両面（Ｒｚｊｉｓ（２）お
よびＲｚｊｉｓ（４））ともに１．３８μｍであった。すなわち、セパレータの表面と負
極活物質層の表面との表面粗さ比（ＲＡ）はＲＡ＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１）
＝１．３８／５．９１＝０．２３であった。また、セパレータの表面と正極活物質層の表
面との表面粗さ比（ＲＢ）はＲＢ＝Ｒｚｊｉｓ（４）／Ｒｚｊｉｓ（３）＝１．３８／２
．４６＝０．５６であった。さらに、セパレータの表面と負極活物質層の表面との間の動
摩擦係数は０．２７であり、セパレータの表面と正極活物質層の表面との間の動摩擦係数
は０．３５であった。
【００９３】
　［実施例２］
　耐熱絶縁層付セパレータを構成する耐熱絶縁層において、無機粒子であるアルミナ粒子
としてＢＥＴ比表面積：１５ｍ２／ｇ、平均粒子径：０．５５μｍのものを用いたこと以
外は、上述した実施例１と同様の手法により、各部材を作製・調製した。
【００９４】
　このようにして作製されたセパレータの表面の表面粗さは、両面（Ｒｚｊｉｓ（２）お
よびＲｚｊｉｓ（４））ともに１．４８μｍであった。すなわち、セパレータの表面と負
極活物質層の表面との表面粗さ比（ＲＡ）はＲＡ＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１）
＝１．４８／５．９１＝０．２５であった。また、セパレータの表面と正極活物質層の表
面との表面粗さ比（ＲＢ）はＲＢ＝Ｒｚｊｉｓ（４）／Ｒｚｊｉｓ（３）＝１．４８／２
．４６＝０．６０であった。さらに、セパレータの表面と負極活物質層の表面との間の動
摩擦係数は０．２３であり、セパレータの表面と正極活物質層の表面との間の動摩擦係数
は０．３５であった。
【００９５】
　［実施例３］
　耐熱絶縁層付セパレータを構成する耐熱絶縁層において、無機粒子であるアルミナ粒子
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としてＢＥＴ比表面積：５２ｍ２／ｇ、平均粒子径：２．８μｍのものを用いたこと以外
は、上述した実施例１と同様の手法により、各部材を作製・調製した。
【００９６】
　このようにして作製されたセパレータの表面の表面粗さは、両面（Ｒｚｊｉｓ（２）お
よびＲｚｊｉｓ（４））ともに２．９７μｍであった。すなわち、セパレータの表面と負
極活物質層の表面との表面粗さ比（ＲＡ）はＲＡ＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１）
＝２．９７／５．９１＝０．５０であった。また、セパレータの表面と正極活物質層の表
面との表面粗さ比（ＲＢ）はＲＢ＝Ｒｚｊｉｓ（４）／Ｒｚｊｉｓ（３）＝２．９７／２
．４６＝１．２１であった。さらに、セパレータの表面と負極活物質層の表面との間の動
摩擦係数は０．２２であり、セパレータの表面と正極活物質層の表面との間の動摩擦係数
は０．４４であった。
【００９７】
　［比較例］
　負極活物質層に含まれる負極活物質として平均粒子径：１２μｍのものを用いたこと以
外は、上述した実施例３と同様の手法により、各部材を作製・調製した。
【００９８】
　このようにして作製された負極の負極活物質層の表面の表面粗さ（Ｒｚｊｉｓ（１））
は３．３４μｍであった。すなわち、セパレータの表面と負極活物質層の表面との表面粗
さ比（ＲＡ）はＲＡ＝Ｒｚｊｉｓ（２）／Ｒｚｊｉｓ（１）＝２．９７／３．３４＝０．
８９であった。また、セパレータの表面と正極活物質層の表面との表面粗さ比（ＲＢ）は
ＲＢ＝Ｒｚｊｉｓ（４）／Ｒｚｊｉｓ（３）＝２．９７／２．４６＝１．２１であった。
さらに、セパレータの表面と負極活物質層の表面との間の動摩擦係数は０．１９であり、
セパレータの表面と正極活物質層の表面との間の動摩擦係数は０．４７であった。
【００９９】
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【表１】

【０１００】
　表１に示すように、負極活物質層とセパレータとの表面粗さ比（ＲＡ）が所定の範囲内
の値であると、負極活物質層とセパレータとの間の動摩擦係数が高い値に制御されること
がわかる。このため、本発明の構成とすることで、非水電解質二次電池を製造する際の積
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層工程において、積層ずれの発生を効果的に抑制しうることが期待される。
【符号の説明】
【０１０１】
　　１　耐熱絶縁層付セパレータ、
　　３　樹脂多孔質基体層、
　　５ａ、５ｂ　耐熱絶縁層、
　　１０　　リチウムイオン二次電池、
　　１１　　負極集電体、
　　１２　　正極集電体、
　　１３　　負極活物質層、
　　１５　　正極活物質層、
　　１７　　電解質層、
　　１９　　単電池層、
　　２１　　発電要素、
　　２５　　負極集電板、
　　２７　　正極集電板、
　　２９　　ラミネートシート。

【図１】 【図２】
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